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 売上⾼、営業利益、営業利益率、ROEいずれも3年前に策定した中期経営計画2018
の⽬標値を達成。

 親会社株主に帰属する四半期純利益が前期⽐約40億円マイナスになっている理由は、
前期・今期共に政策保有株式売却による特別利益を計上しているが、前期よりも売
却益の⾦額が少なかったことよる。
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 売上⾼、営業利益、営業利益率は業績予想を達成。

 ⼀⽅、親会社株主に帰属する純利益は、北⽶事業でのれんの減損を⾏ったことによ
り今期の業績予想に20億円⾜りなかった。
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 豪州事業はSMS社を買収したことによる売上⾼成⻑に加え、低採算案件の整理や収益
性の⾼い案件の選択受注を進めた。その結果、営業利益は倍増、営業利益率（のれん
償却前）は5%から8％と3ポイント改善し、収益性が⼤幅に向上した。

 ⻑期経営ビジョンVision2022の前半3ヵ年は予定通りの成果を上げることができた。
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 コンサルティングは好調を継続。
※豪州事業の規模は約60億円（前期は約30億円）

 ⾦融ITは、証券業向けが野村HD向けおよび連結⼦会社だいこう証券ビジネスの⼦
会社売却の影響もあり減収も、保険業向けやその他⾦融業、銀⾏業向けの増加によ
り、全体としては前期並みを維持。

 産業ITも好調を継続。
※豪州事業の規模は約300億円（前期は約240億円）
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 野村HD向けはITコスト削減のためにNRIの共同利⽤型サービスを導⼊した結果、売
上⾼が減少傾向にあったものの、2019年3⽉期の⽔準がボトムラインと⾒ている。

 今期の海外売上⾼は550億円と計画していたが、豪州事業の収益性向上のため
に選択受注を進めた結果、計画を下回った。
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 コンサルティングは、のれん償却費負担を除くと営業利益率20％程度の⽔準であり、
⾼⽔準の営業利益率を継続している。

 ⾦融ITは、増収減益。⾦融機関の事業環境が厳しく、企画事業において事業計画時
点の売上が⾒込めないと判断し、ソフトウェア資産の評価減を⾏った影響で減益。

 産業ITは、のれん償却費負担を除くと営業利益率12％を超える⽔準。
中期経営計画策定当初、DX案件増加による収益性低下懸念があったが、この3年間
でノウハウを蓄積、⽣産性が向上し収益化する体制が整った。
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 コンサルティングサービスは⼤きく増加。
コンサルティングセグメントの伸びが約半分、残りの半分がコンサルティングセグ
メント以外から発⽣するシステム開発の上流案件の増加。
システム開発の上流案件は今後の開発案件につながるため、将来の売上増加を⽰唆
する先⾏指標としてみている。

※豪州事業の規模は約140億円（前期は約120億円）

 運⽤サービスは、だいこう証券ビジネスの⼦会社売却の影響があるも増加。
※豪州事業の規模は約200億円（前期は約140億円）
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 システム開発案件が活況であるため、⼈件費、外注費が増加しているものの、販管費はコスト効
率化が進み、営業利益率は上昇。
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 政策保有株式の売却により、90億円の投資有価証券売却益を計上。

 前期はオフィス再編費⽤が発⽣したものの、今期は無し。

 減損損失は、Brierley+Partners社のM&A時に計上したのれんを全額減損処理したもの。
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●国内
全体として、好調だった前期を上回る受注が積みあがっている状況。

 コンサルティングがマイナスになっているのは、前期末は期越え案件が多かった影
響であり、4⽉に⼊ってからの受注も堅調に推移していることから、依然として良
い事業環境を継続していると⾒ている

 ⾦融ITは、証券業向けを含め全ての業種で前年⽐で増加している。証券業は来期以
降売上につながる案件が増加しており、成⻑を期待している。

 産業ITは、国内事業は⾼⽔準だった前期を⼤きく上回っており今期も好調を継続し、
⼆桁成⻑ができると期待している。

●海外
 豪州事業が減少の主な原因で、豪ドル為替レートが円⾼に振れた影響が約半分 、残

り半分は選択受注によるもの。
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 新中計1年⽬の業績予想は売上5,300億、営業利益760億円とし、それぞれ
5.7%/6.4%の増収増益を⾒込む。
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 全セグメント、全業種において増収の業績予想。

 特に証券業向けは⼤きく増収を⾒込む。

 保険業は前期⼤きく増収したため、今期は少し抑制した業績予想としている。
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 当社株式の流動性向上と投資家層の拡⼤を⽬的に、2019年7⽉1⽇を効⼒発⽣⽇とし
て、当社株式1株を3株に分割。

 現在、当社株価は5,000円を超えており、売買単位である100株単位では約50万円必
要だが、これが10万円台になることで、個⼈投資家含め保有しやすくなり、流動性
が⾼まり投資家層の拡⼤に寄与すると考える。また、東京証券取引所が投資単位50
万円を超える企業にその引き下げを奨励していることにも対応したもの。

18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44


